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第１ 庁内情報システム最適化計画の目的 

１ 背景 

本市では、都市づくりの基本的方向を示す「ちば・ビジョン２１」に位置づけられ

た「情報ネットワーク都市の実現」を目指して平成１２年に「千葉市情報化基本計画」

を策定し、平成１３～２２年度の１０年間の情報化指針としたほか、「千葉市ＩＴ化ア

クションプラン」（平成１３～１７年度）、「千葉市第２次ＩＴ化アクションプラン」（平

成１８～２２年度）により、この基本計画を具体的に推進してきた。 

この中で、市民等に対しては、市役所コールセンター設置等による情報提供、電子

申請システムや電子入札システムの導入等による利便性向上、小・中学校普通教室へ

のパソコン配置による情報教育の充実などを実現し、また、庁内においては、職員 1

人に 1 台のパソコンとネットワーク基盤からなる「千葉市行政情報ネットワークシス

テム（ＣＨＡＩＮＳ）」整備、文書管理システム導入等により行政の効率化を進めてき

た。 

こうした取り組みを通じ、着実に電子市役所の推進が図られたところである。その

一方で、数多くの情報システムを保有することに伴い、その運用に係る労力やコスト

が負担となってきており、これらの削減が課題となっている。 

 

２ 目的 

現在、庁内では１００を超える情報システムが運用されているが、これまで情報シ

ステムの導入は各部門が個別に行うこととしていたこともあり、システム間で機能・

性能の重複が生じるなど、市全体として見た場合には必ずしも最適化されているとは

言えない状況にある。 

庁内情報システム最適化計画（以下「本計画」という。）は、それらの情報システ

ムを、クラウドサービスの活用や、仮想化技術を活用した情報システム集約基盤への

集約により、運用の効率化やコスト縮減を図ることを目的とする。 

なお、本計画は、千葉市電子情報処理規程に基づく「電子情報の処理に関する総合計

画」※として策定する。 

 

 

 

 

 

※電子情報の処理に関する総合計画 

参考 千葉市電子情報処理規程（抄） 

 

  

（総合計画の策定） 

第１０条 ＣＩＯは、局及び情報化推進部門における電子情報の処理を効率的に推進するため、電子情報の

処理に関する総合計画（以下「総合計画」という。）を策定することができる。 
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第２ 千葉市における情報システムの現状 

１ 現状調査の実施 

本計画策定に当たり、庁内で運用中のすべての情報システムの現状を把握するため、

次のとおり調査を実施した。 

 

（１） 実施期間 

平成２３年７月１１日～平成２３年７月２９日 

 

（２） 調査対象 

庁内で運用するすべての情報システム。情報システムには、サーバ等で業務ソフト

ウェアを動作させるもののほか、単体で導入している業務用パソコン等も情報システ

ムとして扱う。 

 

（３） 調査方法 

情報システム概要、クラウドサービス適合性、機器、運用・保守、経費の各項目に

ついて書面調査を実施 

 

２ 調査結果 

（１）情報システム 

庁内では１５４の情報システムを運用している。そのうち、サーバを運用する情報

システムは６８システムあり、計６５０台のサーバを運用している。 

パソコンにはＣＨＡＩＮＳにおける各種サービスを利用するために使用されるＣ

ＨＡＩＮＳパソコン（情報システム課配置分及び部門調達分）と、個別の情報システ

ムに属する個別システムパソコンとがある。ＣＨＡＩＮＳパソコンは５，５４８台、

個別システムパソコンは９，０９０台導入している。 
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（２）経費 

庁内で運用する１５４システムの平成２３年度経費は、総額５，１５１，６７７千

円である。経費の内訳を表２－２－１に示す。 

 

表２－２－１ 庁内情報システム運用経費 

経費種別 年額経費（千円） 

ソフトウェア等経費 

（ソフトウェアライセンス費や ASP／SaaS型サービスの利用料等） 
１５３，６３６ 

機器賃借料※ ２，６１４，４５１ 

機器保守経費※ ２５９，９７０ 

回線等ネットワーク経費 ４２９，７４１ 

設備経費 ３８，５３７ 

運用経費 １，６５５，３４２ 

経費合計 ５，１５１，６７７ 

※機器の再リースを行っている場合は原契約の賃借料・保守料で計算 
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第３ 最適化計画 

１ 基本方針 

庁内で運用している情報システム、及び今後導入予定として千葉市電子情報処理規

程に基づき協議した情報システムについて、次の基本方針に従い、情報システムごとの

最適化方針の分類を行う。 

 

（１）クラウドサービスの活用 

クラウドサービスとは、情報システムの機能を、ネットワークを介してサービス

として利用する仕組みであり、ＡＳＰ※サービスなどがこれにあたる。自前のシステ

ムが不要となることから、低コストで導入・運用できる利点がある。そのため、各

部門が運用する情報システムと同等機能を提供可能なクラウドサービスがある場合

は、現行機器の更新に合わせてクラウドサービスへ切り替える。 

また、情報システムを運用するコンピュータやソフトウェアを複数の団体で共同

運用するものについては、本計画ではクラウドサービスの一形態として取扱う。 

 

（２） 情報システム機器の集約 

次のいずれかの条件に該当し、かつ、（１）及び（３）のいずれの条件にも該当し

ない情報システムは、仮想化技術を活用した情報システム集約基盤として情報部門が

新たに導入する「統合サーバ」（仮称）に、各部門が導入している情報システムを機

器の更新に合わせて集約することで、機器等に係る経費を削減する。 

 

ア サーバを導入し、Ｗｉｎｄｏｗｓ、Ｌｉｎｕｘ及びＵＮＩＸシステムを運用す

る情報システム 

イ ファイルサーバとして運用するパソコン等 

ウ Ａｃｃｅｓｓで構築されたデータベースや小規模パッケージを運用するために

個別に導入したパソコン 

 

 

 

 

 

 

 

※ASP(Application Service Provider)とは、アプリケーションソフトウェアの機能を、インターネットを通じて

顧客に提供する事業者のこと。  
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（３）計画対象外とする情報システム 

次の情報システムは、クラウドサービス活用又は情報システム機器集約が技術

面・要求性能面から不可能、又は最適化による効果が見込めないことから、本計画

の対象外とする。 

 

ア 現にクラウドサービスを利用中の情報システム 

イ 別計画等で最適化を推進する情報システム（住民情報系システム、ＣＨＡＩＮ

Ｓ） 

ウ ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整備する情報システム 

エ セキュリティ、データの取り扱い等に特別な要件がある情報システム 

オ 廃止予定の情報システム 

カ 窓口設置パソコン等最適化による効果が見込めない情報システム 
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２ 情報システム集約による効果と統合サーバ基本構成 

（１）集約による効果 

個別に導入した情報システムを、仮想化技術を活用し構築する統合サーバへ集約

することで、効率的な運用が可能となる。 

仮想化技術とは、プロセッサ、メモリ、ディスクといったシステム資源を、論理

的に分割したり統合したりする技術のこと。これにより、１台のサーバ上で、ＯＳ

が異なる複数の情報システムを同時に動作させることができ、それぞれの情報シス

テムへ効率的なシステム資源の割り当てを行うことができる。 

情報システム集約によるシステム資源割り当てイメージを図３－２－１に示す。 

 

 

図３－２－１ 情報システム集約によるシステム資源割り当て 

 

（２） 統合サーバ稼働時期 

統合サーバは、将来的にＣＨＡＩＮＳと調達・運用の統合を目指していることか

ら、ＣＨＡＩＮＳと契約期間を合わせるため、平成２５年度（平成２６年１月）に

稼働開始する方針である。 

  

Ｂシステム

Ａシステム

Ｃシステム

集約後のシステム

集約

必要なシステム資源
通常：４ 最大：７

通常時は３の余裕がある

必要なシステム資源
通常：３ 最大：７

通常時は４の余裕がある

必要なシステム資源
通常：５ 最大：８

通常時は３の余裕がある

Ａ，Ｂ，Ｃシステムの合計
通常：１２ （４＋３＋５）
最大：２２ （７＋７＋８）

通常時は１０の余裕がある

個別に導入した情報システム 集約後の情報システム

必要なシステム資源
通常：１２（４＋３＋５）
最大：１６（１２＋４）

通常時に加え、４の余裕があればＡ，
Ｂ，Ｃシステムそれぞれの最大必要資

源を満たすことができる

集約後の情報システムは、個別に導
入した情報システムと比べ、システ
ム資源を効率的に割り当てることで、
全体のシステム資源を抑制すること
ができる。
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（３） 統合サーバ基本構成 

機器構成のうち、主なものは次のとおり。なお、ファイルサーバなどＣＨＡＩＮ

Ｓと重複する機器が含まれるため、ＣＨＡＩＮＳと調達・運用を統合する段階で見

直すものとする。 

 

ア 仮想化サーバ 

仮想化技術を活用して構築するサーバ。Ｗｉｎｄｏｗｓ及びＬｉｎｕｘシステ

ムを集約する。 

 

イ ＵＮＩＸサーバ 

ＵＮＩＸシステムを集約するサーバ。Ｓｐａｒｃ※版のＵＮＩＸシステムは、

Ｗｉｎｄｏｗｓ又はＬｉｎｕｘシステムと同じサーバ上で動作させることができ

ないため、ＵＮＩＸ ＯＳの持つ仮想化機能を利用して集約する。 

 

ウ ファイルサーバ 

ファイルサーバとして運用するパソコン、及びＡｃｃｅｓｓで構築されたデー

タベースや小規模パッケージを運用するために個別に導入したパソコンのデー

タを集約するサーバ。 

 

エ 管理コンソール 

統合サーバ及びこれに集約する各情報システムを操作するための端末。所管課

職員及び業務ソフトウェアの運用委託業者等が使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Sparc とは、サン・マイクロシステムズ社が開発したＣＰＵのシリーズ名のこと。主に同社のＵＮＩＸサーバに

搭載されている。インテル社が開発したＣＰＵ（ｘ８６と呼ばれる。）とは、アーキテクチャ（基本設計）の違い

から互換性がない。  
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３ 最適化方針の分類 

（１） 分類別システム数 

庁内情報システムを基本方針に基づき分類し、１５４システム中６８システムを

計画対象とした。分類ごとのシステム数を表３－３－１に示す。 

 

表３－３－１ 分類別システム数 

分類 システム数 詳細 システム数 

クラウドサービスを活用する

情報システム 
5 ― ― 

統合サーバへ集約する情報シ

ステム 
63 

サーバを導入し、Ｗｉｎｄｏｗｓ、Ｌｉｎ

ｕｘ及びＵＮＩＸシステムを運用する情報

システム 

39 

ファイルサーバとして運用するパソコン等 5 

Ａｃｃｅｓｓで構築されたデータベースや

小規模パッケージを運用するために個別に

導入したパソコン 

19 

最適化計画対象外とする情報

システム 
86 

現にクラウドサービスを利用中の情報シス

テム 
9 

別計画等で最適化を推進する情報システム 10 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして

整備する情報システム 
8 

セキュリティ、データの取り扱い等に特別

な要件がある情報システム 
4 

廃止予定の情報システム 10 

窓口設置パソコン等最適化による効果が見

込めない情報システム 
45 
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（２） 情報システム別最適化方針 

ア クラウドサービスを活用する情報システム 

クラウドサービスを活用する情報システムとそれぞれの方針を表３－３－２に

示す。 

 

表３－３－２ 情報システム別最適化方針（クラウドサービス活用） 

# 情報システム名 
所管 

方針 
局 課等 

1 例規データベースシステム 総務局 政策法務課 H24年度にクラウドサービスに切り替え 

2 
インターネットモニターシステ

ム 
総合政策局 広聴課 

H27年度までに電子申請サービス等の活用を

検討し、機器を削減 

3 消防教育訓練システム 消防局 消防学校 H24年度にクラウドサービスに切り替え 

4 農地基本台帳システム 農業委員会 事務局 H24年度にクラウドサービスに切り替え 

5 議会中継運営システム 議会事務局 調査課 H26年度にクラウドサービスに切り替え 
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イ 統合サーバへ集約する情報システム 

統合サーバへ集約する情報システムとそれぞれの方針を表３－３－３に示す。 

 

表３－３－３ 情報システム別最適化方針（統合サーバ集約） 

# 情報システム名 
所管 

方針 
局 課等 

1 雤量観測システム 総務局 防災対策課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

2 地震災害対策支援システム 総務局 防災対策課 
H25 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

3 文書管理システム 総務局 総務課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

4 人事給与情報システム 総務局 人事課 

現行システムはサーバ OS が仮想化非対応の

ため、H26 年度に予定している機器更新時の

集約は行わず、オープンシステム化を実施の

うえ、H31年度に業務サーバを統合サーバ（仮

想化サーバ）に集約 

5 市政情報提供システム 

総務局 
情報システ

ム課 
更新時期の異なる機器があるため、再リース

や契約期間の調整により更新時期を合わせた

うえで、H26 年度に業務サーバを統合サーバ

（仮想化サーバ）に集約 総合政策局 広報課 

6 財務会計システム 総務局 
情報システ

ム課 

更新時期の異なる機器があるため、再リース

や契約期間の調整により更新時期を合わせた

うえで、H26 年度に Windows サーバを統合サ

ーバ（仮想化サーバ）に、UNIXサーバを統合

サーバ（UNIXサーバ）に集約 

7 統計調査支援システム 総合政策局 統計課 
H26年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

8 資産データベースシステム 財政局 資産経営課 

レンタルサーバを利用してシステムを導入

後、H25 年度に統合サーバ（仮想化サーバ）

に集約 

9 家屋評価システム 財政局 課税管理課 
H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

10 課税原票管理システム 財政局 課税管理課 
H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

11 収納管理システム 財政局 納税管理課 

H27 年度に収納管理システム用サーバ２台を

統合サーバ（仮想化サーバ）へ集約。現行機

器の契約は税務オンラインシステム端末と一

括で税制課が行っているため、更新時に契約

の分離が必要 

12 滞納管理システム 財政局 納税管理課 

H24 年度に部門個別システムとして導入し、

H29年度の業務サーバ更新時に統合サーバ（仮

想化サーバ）に集約 
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# 情報システム名 
所管 

方針 
局 課等 

13 保健医療・衛生情報システム 保健福祉局 
保健福祉総

務課 

更新時期の異なる機器があるため、再リース

や契約期間の調整により更新時期を合わせた

うえで、H25 年度に業務サーバを統合サーバ

（仮想化サーバ）に集約 

14 福祉総合情報システム 保健福祉局 
保健福祉総

務課 

更新時期の異なる機器があるため、再リース

や契約期間の調整により更新時期を合わせた

うえで、H25 年度に Windows サーバを統合サ

ーバ（仮想化サーバ）に、UNIXサーバを統合

サーバ（UNIXサーバ）に集約 

15 
中国残留邦人等支援給付システ

ム 
保健福祉局 保護課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

16 
生活保護等レセプト管理システ

ム 
保健福祉局 保護課 

H27 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

17 墓地管理用パソコン 保健福祉局 生活衛生課 
H27 年度に業務アプリケーションを統合サー

バ（ファイルサーバ）に移行 

18 
地球温暖化防止キャンペーンシ

ステム 
環境局 環境保全課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

19 環境情報システム 環境局 環境規制課 
H26 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

20 
大気・水質監視テレメータシス

テム 
環境局 

環境情報セ

ンター 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

21 浄化槽台帳管理システム 環境局 収集業務課 
H28年度に Access MDBファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

22 産業廃棄物情報管理システム 環境局 
産業廃棄物

指導課 

H29 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

23 
農業集落排水使用料・分担金賦

課徴収システム 
経済農政局 

農業環境整

備課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に Access MDB ファイルを統合サーバ（フ

ァイルサーバ）に移行 

24 森林情報管理システム 経済農政局 
農業経営支

援課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に Access MDBファイルを統合サーバ（フ

ァイルサーバ）に移行 

25 
中央卸売市場取扱高集計用パソ

コン 
経済農政局 

中央卸売市

場業務課 

H26年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

26 屋外広告物管理システム 都市局 都市計画課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に Access MDB ファイルを統合サーバ（フ

ァイルサーバ）に移行 

27 擁壁計算用パソコン 都市局 宅地課 
H27 年度に業務アプリケーションを統合サー

バ（ファイルサーバ）に移行 

28 
国土利用計画法報告事務用パソ

コン 
都市局 宅地課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務アプリケーションを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 
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# 情報システム名 
所管 

方針 
局 課等 

29 区画整理台帳管理システム 都市局 

検見川稲毛

土地区画整

理事務所 

H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

30 区画整理台帳管理システム 都市局 

寒川土地区

画整理事務

所 

H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

31 区画整理台帳管理システム 都市局 

東幕張土地

区画整理事

務所 

H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

32 建築工事支援システム 都市局 建築管理課 
H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

33 住宅管理システム 都市局 住宅整備課 
H29 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

34 建築行政共用データベース 都市局 建築審査課 
H27 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

35 公園台帳管理システム 都市局 公園管理課 
H26 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

36 公園管理業務システム 都市局 公園管理課 
H25 年度にデータを統合サーバ（ファイルサ

ーバ）に移行 

37 運動施設管理システム 都市局 
緑公園緑地

事務所 

H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

38 動物公園図面管理システム 都市局 
動物公園管

理課 

H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

39 飼育動物個体台帳用パソコン 都市局 
動物公園飼

育課 

H25 年度に業務アプリケーションを統合サー

バ（ファイルサーバ）に移行 

40 電子納品保管管理システム 建設局 技術管理課 
H26 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

41 
建設総合情報システム 

（土木工事積算システム） 
建設局 技術管理課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

42 
建設総合情報システム 

（執行管理システム） 
建設局 技術管理課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H26

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

43 工事検査システム 建設局 技術管理課 
H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

44 法定外公共物管理システム 建設局 路政課 
H25年度に Access MDB ファイルを統合サーバ

（ファイルサーバ）に移行 

45 千葉市道路管理システム 建設局 路政課 
H25 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

46 下水道企業会計システム 建設局 
下水道経営

課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 
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# 情報システム名 
所管 

方針 
局 課等 

47 下水道固定資産管理システム 建設局 
下水道経営

課 

H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

48 
水洗便所改造等資金助成及び受

益者負担金管理システム 
建設局 

下水道営業

課 

H28 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に移行 

49 下水道台帳管理システム 建設局 
下水道維持

課 

更新時期の異なる機器があるため、契約期間

の調整により更新時期を合わせたうえで、H28

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

50 
下水道事業計画用ＣＨＡＩＮＳ

パソコン 
建設局 

下水道計画

課 

H26 年度にデータを統合サーバ（ファイルサ

ーバ）に移行 

51 下水道設備積算システム 建設局 
下水道施設

建設課 

H27 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

52 消防事務処理システム 消防局 総務課 

総合指令情報システムの一部である消防情報

管理システムと消防局人事課が所管する人事

情報システムを統合して H24 年度に導入する

消防情報処理システムについて、H29 年度の

当該システム更新時に業務サーバを統合サー

バ（仮想化サーバ）に集約 

53 災害映像配信システム 消防局 指令課 
H26 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

54 
火災原因損害調査報告書管理用

パソコン 
消防局 予防課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H25

年度にデータを統合サーバ（ファイルサーバ）

に移行 

55 
公営企業会計システム用パソコ

ン 
水道局 水道総務課 

H29 年度に業務アプリケーションを統合サー

バ（ファイルサーバ）に移行 

56 公営企業減価償却システム 水道局 水道総務課 
H29 年度に業務アプリケーションを統合サー

バ（ファイルサーバ）に移行 

57 病院財務会計システム 病院局 管理課 
H26 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

58 学籍就学・就学援助システム 教育委員会 学事課 
H29 年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化

サーバ）に集約 

59 図書館システム 教育委員会 
中央図書館

管理課 

再リースにより現行機器を継続使用し、H30

年度に業務サーバを統合サーバ（仮想化サー

バ）に集約 

60 選挙事務従事者管理用パソコン 
選挙管理委

員会 
事務局 

H26 年度にデータを統合サーバ（ファイルサ

ーバ）に移行 

61 
選挙管理システム（期日前投票

管理システム） 

選挙管理委

員会 
事務局 

サーバ２台中、データベースサーバを集約の

対象とし、H28 年度に統合サーバ（仮想化サ

ーバ）に集約 

62 ホームページ用パソコン 議会事務局 調査課 
H25 年度にデータを統合サーバ（ファイルサ

ーバ）に移行 

63 図書検索用パソコン 議会事務局 調査課 
H25 年度にデータを統合サーバ（ファイルサ

ーバ）に移行 
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ウ 最適化計画対象外とする情報システム 

本計画対象外とする情報システムとそれぞれの理由を表３－３－４に示す。 

 

表３－３－４ 情報システム別最適化方針（計画対象外） 

# 情報システム名 
所管 

理由 
局 課等 

1 
ちばし防災エリアメールシステ

ム 
総務局 防災対策課 現にクラウドサービスを利用中のため 

2 全国瞬時警報システム 総務局 防災対策課 最適化による効果が見込めないため 

3 
刊行物等管理及び市政資料提供

用パソコン 
総務局 政策法務課 最適化による効果が見込めないため 

4 時間外等実績報告システム 総務局 給与課 
現在、CHAINSサーバ上で運用しており、CHAINS

更新後も継続するため 

5 非常勤職員等給与管理システム 総務局 給与課 

CHAINSのファイルサーバ（全庁フォルダ）に

Access MDB ファイルを配置しており、CHAINS

更新後も継続するため 

6 
リ ワ ー ク 研 修 セ ン タ ー 用

CHAINSパソコン 
総務局 人材育成課 最適化による効果が見込めないため 

7 職員研修用パソコン 総務局 人材育成課 最適化による効果が見込めないため 

8 電子申請システム 総務局 情報企画課 現にクラウドサービスを利用中のため 

9 住民情報系システム 総務局 
情報システ

ム課 

別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

10 
千葉市行政情報ネットワークシ

ステム(CHAINS) 
総務局 

情報システ

ム課 

別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（CHAINS） 

11 
ボランティアズカフェ用パソコ

ン 
総合政策局 

市民自治推

進課 
最適化による効果が見込めないため 

12 市民活動センター用パソコン 総合政策局 
市民自治推

進課 
最適化による効果が見込めないため 

13 地図配信 ASPサービス 総合政策局 広報課 廃止予定のため 

14 
市役所コールセンター運用管理

システム 
総合政策局 広聴課 

業務委託範囲の拡大により、サーバの部門調

達が不要となったため 

15 起債管理システム 財政局 資金課 最適化による効果が見込めないため 

16 公有財産管理システム 財政局 管財課 
資産データベースシステムに統合される予定

のため 
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# 情報システム名 
所管 

理由 
局 課等 

17 車両管理システム 財政局 管財課 
資産データベースシステムに統合される予定

のため 

18 
本庁舎案内受付業務支援システ

ム 
財政局 管財課 最適化による効果が見込めないため 

19 電子調達システム 財政局 契約課 現にクラウドサービスを利用中のため 

20 エルタックス審査システム 財政局 税制課 現にクラウドサービスを利用中のため 

21 税務オンラインシステム 財政局 税制課 
別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

22 公的個人認証システム 市民局 区政課 最適化による効果が見込めないため 

23 
住民基本台帳ネットワークシス

テム 
市民局 区政課 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システム 

24 住民記録オンラインシステム 市民局 区政課 
別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

25 戸籍情報管理システム 市民局 区政課 廃止予定のため 

26 戸籍情報システム 市民局 区政課 
セキュリティ、データの取り扱い等に特別な

要件がある情報システムのため 

27 
住民票の写し等証明書自動交付

機システム 
市民局 区政課 廃止予定のため 

28 町内自治会情報管理システム 市民局 地域振興課 最適化による効果が見込めないため 

29 ちばし安全・安心メール 市民局 地域振興課 現にクラウドサービスを利用中のため 

30 消費生活相談検索用パソコン 市民局 
消費生活セ

ンター 
最適化による効果が見込めないため 

31 計量検査システム 市民局 計量検査所 最適化による効果が見込めないため 

32 検診システム 保健福祉局 
健康増進セ

ンター 
廃止予定のため 

33 
国民健康保険オンラインシステ

ム 
保健福祉局 健康保険課 

別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

34 厚生労働総合情報システム 保健福祉局 生活衛生課 廃止予定のため 

35 
医療安全相談窓口業務用パソコ

ン 
保健福祉局 

保健所総務

課 
最適化による効果が見込めないため 

36 結核感染症事業用システム 保健福祉局 
保健所感染

症対策課 
最適化による効果が見込めないため 

37 予防接種支払いシステム 保健福祉局 
保健所感染

症対策課 
最適化による効果が見込めないため 

38 
食品等検査用画像・温度データ

管理用パソコン 
保健福祉局 

保健所食品

安全課 
最適化による効果が見込めないため 

39 
国民年金被保険者情報照会シス

テム用パソコン 
保健福祉局 高齢福祉課 最適化による効果が見込めないため 
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# 情報システム名 
所管 

理由 
局 課等 

40 国民年金オンラインシステム 保健福祉局 高齢福祉課 
別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

41 要介護認定用パソコン 保健福祉局 介護保険課 最適化による効果が見込めないため 

42 介護保険システム 保健福祉局 介護保険課 
別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

43 公害健康被害補償給付システム 環境局 環境保全課 廃止予定のため 

44 事業所管理システム 環境局 収集業務課 最適化による効果が見込めないため 

45 集団回収業務システム 環境局 収集業務課 最適化による効果が見込めないため 

46 大規模事業所関連業務システム 環境局 収集業務課 最適化による効果が見込めないため 

47 耕作台帳管理用パソコン 経済農政局 
農業生産振

興課 
最適化による効果が見込めないため 

48 入場車両許可証発行システム 経済農政局 
中央卸売市

場管理課 
最適化による効果が見込めないため 

49 納入金管理システム 経済農政局 
中央卸売市

場管理課 
最適化による効果が見込めないため 

50 自動検針・料金計算システム 経済農政局 
中央卸売市

場管理課 
最適化による効果が見込めないため 

51 都市計画情報検索サービス 都市局 都市計画課 現にクラウドサービスを利用中のため 

52 まちづくり事業用パソコン 都市局 
まちづくり

推進課 
最適化による効果が見込めないため 

53 市有建築物保全情報システム 都市局 建築保全課 現にクラウドサービスを利用中のため 

54 図面作成用パソコン 都市局 公園建設課 最適化による効果が見込めないため 

55 
建設総合情報システム（旧土木

積算システム） 
建設局 技術管理課 廃止予定のため 

56 
道路管理システム（(財)道路管

理センター） 
建設局 路政課 現にクラウドサービスを利用中のため 

57 保管自転車等管理システム 建設局 
自転車対策

課 
最適化による効果が見込めないため 

58 
下水道受益者負担金等賦課図シ

ステム 
建設局 

下水道営業

課 
最適化による効果が見込めないため 

59 排水設備管理システム 建設局 
下水道営業

課 
最適化による効果が見込めないため 

60 
道路管理システム（LOADIS）用

パソコン（下水道維持課分） 
建設局 

下水道維持

課 
最適化による効果が見込めないため 

61 災害補助申請用パソコン 建設局 都市河川課 最適化による効果が見込めないため 

62 総合指令情報システム 消防局 指令課 
セキュリティ、データの取り扱い等に特別な

要件がある情報システムのため 

63 ＳＡＴシステム用パソコン 消防局 航空課 最適化による効果が見込めないため 
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# 情報システム名 
所管 

理由 
局 課等 

64 住宅防火診断用パソコン 消防局 予防課 最適化による効果が見込めないため 

65 管路管理システム 水道局 水道施設課 最適化による効果が見込めないため 

66 
道路管理システム（LOADIS）用

パソコン（水道局分） 
水道局 水道施設課 最適化による効果が見込めないため 

67 青葉病院情報システム 病院局 
市立青葉病

院事務局 

セキュリティ、データの取り扱い等に特別な

要件がある情報システムのため 

68 海浜病院情報システム 病院局 
市立海浜病

院事務局 

セキュリティ、データの取り扱い等に特別な

要件がある情報システムのため 

69 
学校適正配置に係る地元説明会

用ノート PC 
教育委員会 企画課 最適化による効果が見込めないため 

70 学校施設管理システム 教育委員会 学校施設課 最適化による効果が見込めないため 

71 千葉県給与システム用パソコン 教育委員会 教職員課 最適化による効果が見込めないため 

72 
千葉市教育情報ネットワーク

（Ｃａｂｉｎｅｔ）システム 
教育委員会 

教育センタ

ー 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

73 

千葉市教育情報ネットワーク

（Ｃａｂｉｎｅｔ）システム（養

護分） 

教育委員会 
養護教育セ

ンター 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

74 文化財情報管理用パソコン 教育委員会 
生涯学習振

興課 
最適化による効果が見込めないため 

75 
市立千葉高等学校校内ネットワ

ークシステム 
教育委員会 

市立千葉高

等学校 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

76 
CALL 教室教育用コンピュータ

システム 
教育委員会 

市立稲毛高

校付属中学

校 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

77 
市立稲毛高等学校校内ネットワ

ークシステム 
教育委員会 

市立稲毛高

校 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

78 第一コンピュータ室システム 教育委員会 
市立稲毛高

校 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

79 第二コンピュータ室システム 教育委員会 
市立稲毛高

校 

ＣＨＡＩＮＳとは独立したインフラとして整

備する情報システムのため 

80 

住民記録オンラインシステム閲

覧用パソコン（選挙管理委員会

分） 

選挙管理委

員会 
事務局 

別計画等で最適化を推進する情報システムの

ため（住民情報系システム） 

81 職員採用試験採点用パソコン 人事委員会 事務局 最適化による効果が見込めないため 

82 
職員採用説明会プレゼン用パソ

コン 
人事委員会 事務局 最適化による効果が見込めないため 
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# 情報システム名 
所管 

理由 
局 課等 

83 人事委員会勧告統計システム 人事委員会 事務局 最適化による効果が見込めないため 

84 
議員報酬システム及び議員履歴

管理システム 
議会事務局 総務課 最適化による効果が見込めないため 

85 
議会用プロジェクター及びパソ

コン 
議会事務局 議事課 最適化による効果が見込めないため 

86 会議録検索システムＷｅｂ版 議会事務局 議事課 現にクラウドサービスを利用中のため 
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４ 最適化スケジュール 

（１） 計画期間 

本計画の計画期間は、平成２４年度～平成３３年度の１０年間とする。 

 

（２） 全体スケジュール 

本計画の全体スケジュールを、図３－４－１に示す。 

 

 

図３－４－１ 最適化計画全体スケジュール 

  

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度

クラウドサービス移行

統合サーバ

情報システム集約

現行システムの更新時期にあわせ順次クラウドサービスへ移行

調達

契約

構築

H26.1 稼働開始

運用

運用

現行システムの更新時期にあわせ順次統合サーバへ集約

調達 構築

H31.1 統合サーバ更新

移行
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（３）年度ごとの最適化対象システム 

年度ごとの最適化対象システム数及び削減サーバ・パソコン台数を表３－４－２

に示す。また、各年度に最適化を実施する情報システム、実施時期、及び削減サー

バ・パソコン台数を表３－４－３から表３－４－１０に示す。 

クラウドサービス利用システム及び統合サーバ（仮想化サーバ・ＵＮＩＸサーバ）

集約システムは、現在運用するサーバの全数を削減可能とし、パソコンの削減は見

込んでいない。 

統合サーバ（ファイルサーバ）集約システムは、現在運用するパソコンの全数を

削減可能とし、サーバの削減は見込んでいない。 

最適化により実際に削減できる機器は、実施時期の前年度までに所管において検

討することとする。 

 

表３－４－２ 各年度の最適化対象システム数 

年度 システム数 
削減 

サーバ台数 

削減 

パソコン台数 

平成２４年度 3 5 0 

平成２５年度 27 66 16 

平成２６年度 13 29 4 

平成２７年度 7 7 3 

平成２８年度 9 9 1 

平成２９年度 7 8 2 

平成３０年度 1 38 0 

平成３１年度 1 2 0 

平成３２年度 0 0 0 

平成３３年度 0 0 0 

合計 68 164 26 
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表３－４－３ 平成２４年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

例規データベースシステム 
クラウドサービス

利用 
H24.4 1 0 0 0 0 

消防教育訓練システム 
クラウドサービス

利用 
H24.4 3 0 0 0 0 

農地基本台帳システム 
クラウドサービス

利用 
H24.11 1 0 0 0 0 

合計 5 0 0 0 0 
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表３－４－４ 平成２５年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

雤量観測システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 0 1 0 0 0 

地震災害対策支援システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 1 0 0 0 0 

文書管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 13 0 0 0 0 

資産データベースシステム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 1 0 0 0 0 

中国残留邦人等支援給付シ

ステム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 1 0 0 0 0 

地球温暖化防止キャンペー

ンシステム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 1 0 0 0 0 

農業集落排水使用料・分担金

賦課徴収システム 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 2 

森林情報管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

屋外広告物管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

国土利用計画法報告事務用

パソコン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

区画整理台帳管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

区画整理台帳管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

区画整理台帳管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

公園管理業務システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 0 

運動施設管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

動物公園図面管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

飼育動物個体台帳用パソコ

ン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

建設総合情報システム 

（土木工事積算システム） 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 3 0 0 0 0 

法定外公共物管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 2 

千葉市道路管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 1 0 0 0 0 

下水道企業会計システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.1 4 0 0 0 0 
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システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

火災原因損害調査報告書管

理用パソコン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

ホームページ用パソコン 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

図書検索用パソコン 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.1 0 0 0 0 1 

大気・水質監視テレメータシ

ステム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.2 0 6 0 0 0 

保健医療・衛生情報システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.3 11 4 0 0 0 

福祉総合情報システム 

統合サーバ（仮想化

サーバ及び UNIXサ

ーバ）集約 

H26.3 16 0 3 0 0 

合計 52 11 3 0 16 
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表３－４－５ 平成２６年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

議会中継運営システム 
クラウドサービス

利用 
H26.6 2 0 0 0 0 

統計調査支援システム    
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.4 0 0 0 0 1 

中央卸売市場取扱高集計用

パソコン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.4 0 0 0 0 1 

病院財務会計システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.4 1 0 0 0 0 

選挙事務従事者管理用パソ

コン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H26.4 0 0 0 0 1 

財務会計システム 

統合サーバ（仮想化

サーバ及び UNIXサ

ーバ）集約 

H26.10 7 0 2 0 0 

市政情報提供システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H26.12 5 2 0 0 0 

下水道事業計画用ＣＨＡＩ

ＮＳパソコン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H27.1 0 0 0 1 0 

災害映像配信システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.2 1 0 0 0 0 

公園台帳管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.2 1 0 0 0 0 

環境情報システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.3 4 0 0 0 0 

電子納品保管管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.3 1 0 0 0 0 

建設総合情報システム 

（執行管理システム） 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.3 3 0 0 0 0 

合計 25 2 2 1 3 
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表３－４－６ 平成２７年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

インターネットモニターシ

ステム 

クラウドサービス利

用 
H27.10 2 0 0 0 0 

収納管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.10 2 0 0 0 0 

下水道設備積算システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.11 1 0 0 0 0 

擁壁計算用パソコン 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H27.12 0 0 0 0 1 

建築行政共用データベース 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H27.12 0 1 0 0 0 

墓地管理用パソコン 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H28.3 0 0 0 0 2 

生活保護等レセプト管理シ

ステム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H28.3 1 0 0 0 0 

合計 6 1 0 0 3 
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表３－４－７ 平成２８年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

家屋評価システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H28.9 1 0 0 0 0 

浄化槽台帳管理システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H28.10 0 0 0 0 1 

下水道台帳管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H28.11 1 0 0 0 0 

水洗便所改造等資金助成及

び受益者負担金管理システ

ム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H28.12 1 0 0 0 0 

選挙管理システム（期日前投

票管理システム） 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H28.12 2 0 0 0 0 

課税原票管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.1 1 0 0 0 0 

工事検査システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.2 1 0 0 0 0 

建築工事支援システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.3 1 0 0 0 0 

下水道固定資産管理システ

ム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.3 1 0 0 0 0 

合計 9 0 0 0 1 
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表３－４－８ 平成２９年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

公営企業会計システム用パ

ソコン 

統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H29.4 0 0 0 0 1 

公営企業減価償却システム 
統合サーバ（ファイ

ルサーバ）集約 
H29.4 0 0 0 0 1 

滞納管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.8 1 0 0 0 0 

住宅管理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H30.2 1 0 0 0 0 

消防事務処理システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.8 1 0 0 0 0 

学籍就学・就学援助システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.8 1 2 0 0 0 

産業廃棄物情報管理システ

ム 

統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H29.8 2 0 0 0 0 

合計 6 2 0 0 2 
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表３－４－９ 平成３０年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

図書館システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H31.1 8 24 6 0 0 

合計 8 24 6 0 0 
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表３－４－１０ 平成３１年度に最適化を実施する情報システム 

システム名 最適化手法 実施時期 

削減サーバ 

台数 

削減パソコン 

台数 

W
i
nd
ow
s 

L
i
nu
x 

U
N
IX

等
 

C
H
AI
NS 

個
別
 

シ
ス
テ
ム
 

人事給与情報システム 
統合サーバ（仮想化

サーバ）集約 
H32.1 1 0 1 0 0 

合計 1 0 1 0 0 
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５ 計画事業費 

計画事業費として、統合サーバ経費、統合サーバ要求仕様書等作成委託経費、及び

統合サーバ構築プロジェクト管理委託経費を見積り、計画期間（平成２４年度～平成

３３年度）で総額１，６５６，５９４千円と試算した。 

統合サーバ経費は、統合サーバの構築・運用に係る経費のことで、機器賃借・保守、

構築、運用、及びシステム移行経費を含む。 

要求仕様書等作成委託経費は、統合サーバの調達に当たり、事前の要求仕様策定、

調達仕様書作成等を委託するもので、平成２４年度に実施する。 

構築プロジェクト管理委託経費は、統合サーバ構築及びシステム移行に係るプロジ

ェクト管理を委託するもので、平成２４年度～平成２５年度に実施する。 

クラウド利用システムについては、導入時の初期経費及び運用経費は所管による負

担となるため、計画事業費には含まない。 
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６ 効果 

（１） 経費削減 

統合サーバ経費が、計画期間総額で１，６３７，９９４千円となるのに対し、計

画対象システム所管経費の計画着手時（平成２３年度）と比較した削減額は、平成

３３年度時点で年間４５０，６８０千円、計画期間総額で２，６９２，９８０千円

となる。これに、統合サーバ経費の増分も反映した削減効果は、平成３３年度時点

で年間２３６，２９４千円、計画期間総額で１，０５４，９８６千円を見込む。 

年度ごとの経費削減効果を、表３－６－１に、計画対象システムの運用経費削減

イメージを図３－６－２に示す。 

 

表３－６－１ 計画対象システム運用経費      （単位：千円） 

年度 

  

経費合計 

(E) 

[E=B+C+D] 

所管経費 

削減額(F) 

[F=A-(B+C)] 

削減効果 

(G)[G=A-E] 
クラウド利用 

システム 

所管経費(B) 

集約対象 

システム 

所管経費(C) 

統合サーバ 

経費(D) 

計画着手時 41,952 1,074,868 - 1,116,820 (A) - - 

H24年度 31,754 1,074,868 - 1,106,622 10,198 10,198 

H25年度 31,572 1,027,090 46,901 1,105,563 58,158 11,257 

H26年度 20,742 877,808 182,658 1,081,208 218,270 35,612 

H27年度 17,010 856,763 183,475 1,057,248 243,047 59,572 

H28年度 15,444 852,617 186,814 1,054,875 248,759 61,945 

H29年度 15,444 838,954 192,319 1,046,717 262,422 70,103 

H30年度 15,444 790,148 201,969 1,007,561 311,228 109,259 

H31年度 15,444 661,838 215,086 892,368 439,538 224,452 

H32年度 15,444 650,696 214,386 880,526 450,680 236,294 

H33年度 15,444 650,696 214,386 880,526 450,680 236,294 

計画期間総額 1,637,994  2,692,980 1,054,986 
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図３－６－２ 経費削減イメージ 

 

 

（２） 事務負担軽減 

クラウドサービスへ移行又は統合サーバへの集約により、情報機器が不要となる、

又は削減されるため、機器の調達及び管理に係る情報システム運用担当者の事務負

担を軽減できる。 

 

（３） セキュリティ対策の向上 

サーバを執務室内に設置している、機器が冗長構成になっていない、バックアッ

プを適切に行っていないなど、部門が個別に導入した情報システムのなかには、セ

キュリティ対策が十分でないものがある。それらのシステムを、適切なセキュリテ

ィ対策を実施した統合サーバへ集約することで、セキュリティレベルの向上が図れ

る。 
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７ 統合サーバの導入検討 

（１） 追加調査の実施 

統合サーバの導入に当たり、統合サーバの詳細なサイジングを行うための情報収

集として、次のとおり追加調査を実施した。 

 

ア 実施期間 

平成２３年９月２２日～平成２３年１０月１４日 

イ 調査対象 

統合サーバへの集約が可能な情報システムのうち、５台以上のサーバを運用す

る、表３－７－１に示す情報システム。 

 

表３－７－１ 追加調査対象システム 

情報システム名 サーバ台数 

市政情報提供システム ７ 

大気・水質監視テレメータシステム ６ 

福祉総合情報システム １９ 

保健医療・衛生情報システム １５ 

財務会計システム ９ 

文書管理システム １３ 

図書館システム ３８ 

 

ウ 調査方法 

次の項目について、書面調査を実施した。 

(ア) サーバ情報 

サーバの役割、サーバＯＳ、プロセッサ型番、プロセッサ数、プロセッサ

あたりのコア数、プロセッサ動作周波数、メモリ実装容量、ディスク容量、

ディスク使用量等 

(イ) サーバ負荷 

ＣＰＵ負荷測定、サーバＣＰＵ負荷状態、空きメモリ測定、空きメモリ容

量等 
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（２）構築方式の検討 

統合サーバの構築方式として、庁内に構築する場合、データセンターのハウジン

グサービスを利用する場合、ＩａａＳサービスを利用する場合のそれぞれについて、

経費を比較するとともに、統合サーバ調達までに検討すべき課題を整理する。 

 

ア 経費 

経費の見積りに当たり、統合サーバは図３－７－２の構成を前提とし、いずれ

の構築方式においても、サーバ等の要件は同じとして参考見積を徴収したところ、

経費面ではＩａａＳサービスの利用が有利となった。 

これは、庁内構築及びデータセンター利用の場合は、機器をリースで調達する

ため、契約期間（６０か月）の最大性能で見積った経費を６０か月で平準化する

のに対し、ＩａａＳサービスでは、各年度で必要な性能分だけを見積ることがで

きるためである。 

 

 

図３－７－２ 統合サーバ構成 
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イ 課題 

統合サーバ調達に当たっては、次の課題について検討し、構築方式を決定する

必要がある。 

 

（ア） 機器設置スペースの確保 

庁内構築の場合は、庁内電算室にサーバ及び管理コンソールの設置スペース

を確保する必要がある。参考見積により、統合サーバ設置スペースとしてサーバ

ラック５本～１１本分が必要となるが、統合サーバを調達する平成２５年度に必

要なスペースを確保できる見込みはない。 

データセンター及びＩａａＳサービス利用の場合においても、管理コンソー

ルの設置スペースは必要となるため、情報システム課との調整が必要となる。 

（イ） 施設への立ち入り監査 

データセンター及びＩａａＳサービス利用の場合、サーバがサービス提供事

業者の施設内にあるため、情報セキュリティポリシーの遵守状況の確認が難し

い。また、サーバ設置場所への立ち入りを禁じている事業者もあるが、そのよ

うな事業者も選定対象とするのか、その場合のセキュリティ監査はどのように

実施するのかを検討する必要がある。 

（ウ） 非機能要求の明確化 

可用性、性能・拡張性、運用・保守性、移行性、セキュリティ、システム環

境・エコロジーなどの非機能要求については、統合サーバに集約する各情報シ

ステムを運用するために必要な性能を検討し、調達時に要求する項目と実現レ

ベルを検討する必要がある。 

 

これらの課題の構築方式ごとの検討要否を表３－７－３に示す。 

 

表３－７－３ 構築方式ごとの課題検討要否 

課題 庁内構築 データセンター ＩａａＳサービス 

（ア）機器設置場所の確保 ○ ― ― 

（イ）施設への立ち入り監査 ― ○ ○ 

（ウ）非機能要求の明確化 ○ ○ ○ 

○課題への対応必要  ―課題への対応不要 

 

（３） 調達方針 

いずれの構築方式においても、構築業務、機器・ソフトウェア等の調達、及び５

年間の運用業務を一体で調達する方針とし、初期経費を含めた費用は統合サーバの

運用期間（平成２６年１月～平成３０年１２月）の均等払いにより支払うものとす

る。 
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（４） 運用・保守 

ア 情報システム運用に係る調査の実施 

統合サーバの調達に当たり、事前に実施する運用要件定義に必要となる情報を

収集するため、次のとおり調査を実施した。 

(ア) 実施期間 

平成２３年１２月１５日～平成２４年１月１３日 

(イ) 調査対象 

統合サーバへ業務サーバを集約する情報システム 

(ウ) 調査方法 

管理コンソール、サーバ監視体制、セキュリティパッチ、バックアップの各

項目について書面調査を実施 

 

イ 運用体制 

統合サーバの運用段階における体制を図３－７－４に、体制における関係者に

ついて表３－７－５にそれぞれ示す。 

 

図３－７－４ 運用体制 

 

表３－７－５ 運用体制関係者 

関係者 概要 

統合サーバ所管課（情報企画課） 統合サーバの運用に関して、計画や管理を行う運用管理者 

統合サーバ運用事業者 

・窓口として、統合サーバ利用者からの問合せや連絡を受付 

・統合サーバを運用するための機器の操作等を行う。 

・統合サーバのトラブルに対して、問題の原因追及、及び改

修等の対応を行う。 

ハードウェア・ソフトウェア保守事業者 
導入したハードウェアやソフトウェアにおいて発生したトラ

ブルに対して、保守作業を行い解決のための対応を行う。 

情報システム所管課、統合サーバ集約シ

ステムの情報システム運用事業者又は

情報システム開発事業者 

統合サーバ運用事業者等と連携して、所管する各情報システ

ムへの対応を行う。 

統合サーバ運用体制

統合サーバ所管課

ハードウェア・ソフトウェア

保守事業者

統合サーバ運用事業者

情報システム所管課

情報システム運用事業者

情報システム開発事業者
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ウ 役割分担 

運用に関するプロセスとその作業項目については、本市がＩＴＩＬ※のフレーム

ワークに基づき整備した千葉市情報システム全体最適化指針を構成する基準書で

ある、「千葉市情報システム運用ガイドライン」で定義している。それらの作業項

目について、図３－７－４で示す運用体制における、各実施主体の役割分担を表

３－７－６に示す。 

 

表３－７－６ 統合サーバの運用における役割分担 

作業項目 

実施主体 

統合サーバ 

所管課 

統合サーバ 

運用事業者 

ハードウェア・ 

ソフトウェア 

保守事業者 

統合サーバ集約システムの 

情報システム運用事業者 

情報システム開発事業者 

又は情報システム所管課 

運用管理 ○ ◎ × × 

運用サポートプロセス     

 構成管理 ○ ◎ × ● 

事象管理 ○ ◎ ◎ ● 

問題管理 ○ ◎ ◎ ● 

変更管理 ○ ◎ ◎ ● 

リリース管理 ○ ◎ × ● 

サービス提供プロセス     

 稼動管理 ○ ◎ × × 

可用性管理 ◎ ◎ × × 

セキュリティ管理 ◎ ◎ × × 

災害対策管理 ◎ ◎ × × 

サービスレベル管理 ◎ ◎ × × 

◎：実施  ○：確認・承認  ×：役務外 

●：統合サーバ運用事業者等と連携して、所管する各情報システムへの対応を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ITIL(Information Technology Infrastructure Library)とは、ITサービス管理・運用におけるベストプラク

ティス（成功事例）をまとめた、一連のガイドブックのこと。ITサービス管理・運用を実行する上での業務プロ

セスと手法を体系的に標準化したもので、ITサービス運用の分野においてデファクトスタンダードとなりつつあ

る。  
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８ 最適化実施に当たり必要な準備等 

（１） クラウドサービスを活用する情報システム 

ア 前年度に必要な事務 

クラウドサービス移行実施時期の前年度に、情報システム所管課及び情報企画

課が行う事務について、表３－８－１に示す。 

 

表３－８－１ クラウドサービス移行に係る事務（前年度） 

項目（時期） 所管課 情報企画課 

予算見積 

（予算要求前） 

・運用経費（使用料等）及び初期経費（設

定作業費等）を見積る。長期継続契約を締

結しようとする場合は、初期経費を運用期

間で平準化し、運用経費として見積る。 

・クラウドサービス移行に当たり、現行シ

ステムからのデータ移行を行う場合は、そ

の経費を見積る。 

― 

千葉市電子情報処理

規程に基づく協議 

（予算要求時） 

同規程第１３条の規定による協議（開発協

議）を実施 

協議において、クラウドサービス利用

の妥当性を確認するとともに、長期継

続契約の場合はその適合性を確認 

 

イ 実施時期以降に必要な事務 

クラウドサービス移行実施時期及びそれ以降に、情報システム所管課及び情報

企画課が行う事務について、表３－８－２に示す。 

 

表３－８－２ クラウドサービス移行に係る事務（最適化実施年度以降） 

項目（時期） 所管課 情報企画課 

千葉市電子情報処理

規程に基づく協議 

（最適化実施年度の

予算執行時） 

同規程第２１条の規定による協議（買入れ等

協議）は不要。ただし、開発協議時にＣＩＯ

補佐官が別途指示した場合は、情報企画課に

よる経費の点検を受ける。 

経費の点検を実施する場合は、経費

積算、開発協議時での未確定条件に

ついて確認 

長期継続契約の締結

に係る協議 

（最適化実施年度の

予算執行時） 

長期継続契約の締結に関する規則のうち、「市

長が定めるもの」に該当する契約として、「Ａ

ＳＰサービスの提供を受ける業務」が追加さ

れた。（平成２４年１月２５日資産経営部長通

知） 

これにより、長期継続契約を締結する場合は、

情報企画課及び契約課と協議する。 

契約期間中に当初の仕様などが変更

することがない等、長期継続契約に

適合する性質であることを確認す

る。なお、ＣＩＯ補佐官の指示によ

る経費の点検を実施する場合は、本

協議とあわせて実施 

クラウドサービス移

行 

（最適化実施年度の

予算執行時） 

・サービス提供事業者を選定、契約締結 

・現行システムからのデータ移行に係る支出

がある場合は、現行の情報システム運用事業

者と契約締結 

― 

予算見積 

（予算要求時） 
クラウドサービスの運用経費を見積る。 ― 

  



39 

 

（２） 統合サーバへ機器を集約する情報システム 

ア 前年度に必要な事務 

集約実施時期の前年度に、情報システム所管課及び情報企画課が行う事務につ

いて、表３－８－３に示す。 

 

表３－８－３ 統合サーバへの集約に係る事務（前年度） 

項目（時期） 所管課 情報企画課 

予算見積 

（予算要求前） 

・統合サーバ集約対象機器以外の個別シ

ステムパソコン及び周辺機器経費を見

積る。 

・業務ソフトウェアに係る経費（保守運

用、使用料等）を見積る。 

・業務ソフトウェアの仮想化環境への対

応状況の確認を行い、移行作業費等が必

要となる場合は、情報企画課が作成する

見積条件を使用し所要経費を見積る。 

システム移行に当たり、業務ソフトウェ

アの移行作業費のほか、動作検証、カス

タマイズ等に係る経費が必要となる場合

がある。各情報システム運用事業者が、

同じ条件でそれらを見積ることができる

ようにするための見積条件を作成し、所

管課に提供する。 

統合サーバの機器、ソフトウェアが未選

定の時点（平成２４年度）においては、

複数の異なる見積条件を作成 

千葉市電子情報処理

規程に基づく協議 

（予算要求時） 

予算要求時に、同規程第１３条の規定に

よる協議（開発協議）を実施 

協議において、経費や構成の妥当性につ

いて確認 

 

イ 実施時期以降に必要な事務 

集約実施時期及びそれ以降に、情報システム所管課及び情報企画課が行う事務

について、表３－８－４に示す。 

 

表３－８－４ 統合サーバへの集約に係る事務（最適化実施年度以降） 

項目 所管課 情報企画課 

千葉市電子情報処理

規程に基づく協議 

（最適化実施年度の

予算執行時） 

・機器等を調達する場合は、同規程第２１

条の規定による協議（買入れ等協議）を実

施する。調達仕様書案は、情報企画課が作

成するテンプレートを使用して作成 

・機器等を調達しない場合は、同規程第２

１条の規定による協議（買入れ等協議）は

不要。ただし、開発協議時にＣＩＯ補佐官

が別途指示した場合は、情報企画課による

経費の点検を受ける。 

・統合サーバ集約システムの機器及び

ソフトウェア調達仕様書のテンプレ

ート作成 

・買い入れ等協議を実施する場合は、

経費積算や調達仕様書の妥当性につ

いて確認 

・経費の点検を実施する場合は、経費

積算、開発協議時での未確定条件につ

いて確認 

統合サーバへのシス

テム移行 

（最適化実施年度の

予算執行時） 

・機器等の調達を実施し、契約締結 

・移行作業、カスタマイズ等に係る支出が

ある場合は、情報システム運用事業者と契

約締結 

 

・事前に所管課、情報システム運用事

業者等と統合サーバへの移行作業ス

ケジュールを調整 

予算見積 

（予算要求時） 

情報システム運用経費（業務ソフトウェア

の保守運用等）を見積る。 
― 
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９ 進行管理 

本計画は、対象システムごとの最適化スケジュール及び各年度における経費削減効

果の目標を設定しているため、計画期間中の進行管理として次の各項目を実施する。 

（１） 年度ごとの最適化スケジュールの進捗管理 

（２） 毎年の実際のコストから経費削減効果を測定 

（３） 対象システムやスケジュール等を変更する必要がある場合は、年度末までに計画

の見直しを実施 

なお、計画策定後に新たに導入する情報システムは、本計画の対象には含めないが、

クラウド利用・統合サーバでの運用を原則とし、千葉市電子情報処理規程第１３条の

規定により実施する協議（開発協議）において、その具体的手法や経費について確認

する。 

 


